
No1
● ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

内線 418

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

部課名
担当者名

区民生活部防災課
渡部

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-07-01 防災広場管理

課長名 土屋

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

目的

現在区内19カ所に整備されている防災広場を適正に管理し、災害時には地域防災活動の拠点として、ま
た、平常時においては防災訓練や地域コミュニティーの場として活用できるように、維持管理を行う。

対象者
等

区民、管理町会関係者

内容

１　設備の維持・管理
　設備（公園灯や時計、フェンス等）の修繕、樹木の剪定、病虫害防除（消毒）、集水桝やＵ型排水溝の
清掃は、区が実施している。
２　日常の管理
　日常の管理（清掃等）は、防災区民組織と「荒川区防災広場の維持管理に関する協定」を締結し、該当
地域の防災区民組織に委託している。
３　防災広場
    H22整備・H23開設　東尾久五丁目防災広場　協定先:東尾久五丁目熊野前町会
    H25東日暮里六丁目防災広場を日暮里区民事務所仮設用地に用途変更
    H25整備・H26開設　西尾久三丁目防災広場  協定先:西尾久三丁目宮元町会
    H27町屋二丁目防災広場を拡張整備し町屋二丁目公園に用途変更(道路公園課へ所管換え)

防災・防犯のまちづくり
施策 02 防災基盤の整備

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅵ 安全安心都市

荒川区災害対策基本条例、荒川区防災広場の設
置等に関する要綱

事務事業分析シート（平成30年度）

協働 業務 財務04-05-08

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 56 年度 根拠

法令等

政策 11

経過

・荒川区防災広場の設置等に関する要綱　昭和55年11月2日
・荒川区防災広場維持管理委託要領　　  昭和56年10月12日

必要性

災害時には地域防災活動の拠点として、また、平常時においては防災訓練や地域コミュニティーの場とし
て活用できるように、維持管理が必要である。

実施
方法

2一部委託

・樹木の水やり、設備点検、清掃及び利用に関すること→防災区民組織（町会）
・設備修繕、小型防火水槽の点検、樹木剪定、病虫害防除、排水設備清掃→区（民間委託：4,496千円）

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

30年度
見込み

目標値
(38年度)

指標に関する説明

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

継続 継続

　現状の維持管理の水準を確保する。

27年度 28年度 29年度

防災広場管理

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

6,162 6,500 9,135
24年度 25年度 26年度 28年度 29年度 30年度

5,065 5,531 9,135
5,741 5,609 6,820 5,414

予算・決算額等の推移
予算額

6,269 5,005
29年度 30年度

防災広場の維持管理(ヶ所） 20 20 20 19 19 19
28年度実

績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度
4,367 4,593

27年度

委託料

防災広場の改修数 0 0 0 0 0

22

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

勘定科目 29年度

0

1,500
2,350 委託料 樹木剪定、雨水枡清掃 6,6753,401 委託料 樹木剪定、雨水枡清掃

需用費 広場光熱水費、消耗品、修繕費 2,460
樹木剪定、雨水枡清掃

需用費 広場光熱水費、消耗品、修繕費 1,664 需用費 広場光熱水費、消耗品、修繕費

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

8,289 2,700 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 5,208 ▲ 7,886

0

▲ 7,886

▲ 7,886

物件費 4,406
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 381 22

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 72

28年度

▲ 2,678
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0 0 0

▲ 2,678
特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f)

行政費用合計(b) 5,589

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 5,208

○施設の老朽化等に対応し、機能維持を図るため、改修を順次進めていく必要がある。
○防災区民組織の高齢化により、日常の管理が困難となっている面がある。
○放置自転車等の問題があり、維持管理について他部署との連携が必要になり、対応が複雑化している。

差額 勘定科目

決算額（30年度は見込み）

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 10 12 不明 0

平成29年度に実施した
改善内容および評価

新宿、台東、墨田、品川、目黒、大田、中野、豊島、板橋、足立

5,051 645 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 659 480 ▲ 179 都支出金 0 0

地方税 0 0

0

防災広場の適切な運用ができるよ
う、苦情には迅速に対応し、修繕
が必要な場合には、早急に措置を
取る。

病害虫の発生しやすい時期を見据
えて適切な対応措置を取ってい
く。

ゴミの不法投棄や放置自転車につい
ては、迅速かつ粘り強く対応し、
徐々に改善している。

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

ゴミの不法投棄や放置自転車につい
て、具体的な対応策を検討してい
く。

減価償却費 284 1,626 1,342 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 228 1,060

60

28年度 29年度

403

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 381 403

832

行
政
収
入

▲ 2,678

備
考

物件費は、主に修繕費および委託料が占めている。
特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 5,208

12



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ● 都基準内 ○区独自基準 ● 計画 ○ 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

重点的に推進 重点的に推進

　都の被害想定に対応した備蓄数量を確保をするとともに、避難者それぞ
れの状況に対応した備蓄物資の充実に引き続き取り組んでいく。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

備蓄物資（主食）の備蓄数量備蓄物資（主食）数量（食） 308,520 325,520 325,520 325520 325,520

都の被害想定に対応した備蓄数量を
確保するように取り組む。

備蓄食糧の充足率（％） 100 100 100 100

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

100

経過

昭和53年　都第二次震災予防計画のなかで「震災対策における都区間の役割分担」が策定され、
　　　　　都と区の間で備蓄数量等に関する役割分担が明確化され、区でも備蓄を開始する。
平成 7年　阪神・淡路大震災を契機に、避難所となる区立小中学校の避難所機能強化の一環とし
　　　　　て、区立小中学校の教室等を活用した「ミニ備蓄倉庫」を平成7年より3ヵ年計画で整備。
平成15年　平成16年度予算計上において、大型店舗（イトーヨーカ堂等）との協定により物資を
　　　　　優先購入できることとなったため、購入数を削減。（ランニングストック方式の導入）
平成20年　被害想定を基に備蓄数量の増量を開始。
平成23年　東日本大震災の被害等を踏まえ、備蓄品目・数量等の見直しを実施。
平成24年　東京都発表の首都直下の地震の被害想定を受けて備蓄品目・数量等の見直しを実施。

必要性

震災時においては、応急対策用資器材や救助用物資、その他食糧品の入手が極めて困難になることが予想
されるため、東京都の算出する被害想定に基づいて備蓄する必要がある。

実施
方法

2一部委託

医療資機材入替・滅菌：6,000,000円、発電機整備点検：64,800円、汐入公園備蓄倉庫自動火災報知設備点
検：54,432円　等（民間事業者へ委託）

目的

震災時においては、応急対策用資器材や救助用物資の入手が極めて困難になることが予想されるため、平
素から緊急時に必要な資器材や物資等を備蓄し、迅速かつ適切な対応を図る。

対象者
等

荒川区地域防災計画で定めている被害想定に基づく避難者、負傷者及び帰宅困難者等

内容

１　備蓄倉庫
　・区所有：区内各地域（尾久、町屋、荒川、日暮里、南千住）に1箇所ずつ、計5箇所
　　都所有：南千住に1箇所
２　主な備蓄物資
　・食糧：乾パン、アルファ化米、粉乳（アレルギー対応のものを含む）等
　・資器材：組立式トイレ、組立リヤカー、炊飯バーナー等
　・生活用品：毛布、オムツ、生理用品等
３　備蓄基準（都区の役割分担に基づく）
　首都直下地震被害想定（平成24年4月）に基づき算定された避難者及び帰宅困難者の食糧等を計画的に確
保する。
　・区の役割（・食糧：1日分　・粉乳：3日分　・医療品：2日分）

政策 11 防災・防犯のまちづくり
施策 02 防災基盤の整備

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅵ 安全安心都市

都地域防災計画、都震災予防計画、荒川区地域
防災計画終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 53 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-08-01 備蓄倉庫管理

事務事業名 備蓄倉庫管理
部課名 区民生活部防災課 課長名 土屋

担当者名 小金井 内線 418

事務事業コード 04-05-09 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

平成26年度　予特「学校に設置しているミニ備蓄倉庫について」

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

限られたスペースを最大限活用する
ため、備蓄倉庫内の整理を行い、ス
ペースの有効活用を図っていく。

昨年に引続き、圧縮毛布の導入をし
スペースの有効活用に努めた。
飲料水の備蓄を充実させた。

3ヶ年計画で備蓄倉庫の清掃・棚
卸に係る業務を委託することによ
り、備蓄物資の適正な管理を行
う。

・食料等の多くに保存年限が有り、定期的に入れ替える必要があることから財政的な負担が大きい。
・民間事業者との協定締結等による流通備蓄の確保（ランニングストック）を促進し、良質な物資の確保に取
り組む必要がある。
・備蓄（倉庫）のスペースが限られているため、物資の小型化や備蓄倉庫内の整理に努める必要がある。
・長期保存できる物資も増えてきているため、計画的な物資の入れ替えをする必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

物件費の差額は、各種備蓄物資の入替期限が異なるためである。行政収入については、熊本地震に係る支援に
ついてであり、28年度は物資提供および輸送、29年度は保健師等の派遣を行った。

▲ 28,193特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 ▲ 450 ▲ 450 当期収支差額(e)+(h) ▲ 53,408 ▲ 81,601
0 0特別費用(g) 0 450 450 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 60,581 82,323 21,742 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 53,408
0 0

▲ 81,151 ▲ 27,743
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 665 771 106 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 53,408 ▲ 81,151
1,172 ▲ 6,001

▲ 27,743

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 7,173
減価償却費 7,511 7,475 ▲ 36 その他 0 28

0 0
28

補助費等 700 700 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 7,173 1,144

0 0
▲ 6,029

維持補修費 129 620 491 都支出金 0
物件費 39,446 61,476 22,030 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 12,130 11,281 ▲ 849

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

負担金補助等 寄託契約補充物資負担金 809 負担金補助等 寄託契約補充物資負担金 700 負担金補助等 寄託契約補充物資負担金 809

備品購入費 発電機 1,329備品購入費 大バーナーセット 1,380 備品購入費 発電機 1,217
使用料等 尾久備蓄倉庫土地使用料 522 使用料等 尾久備蓄倉庫土地使用料 547 使用料等 尾久備蓄倉庫土地使用料 548

委託料 医療７点セット入替 23,098委託料 新医療セット資器材入替 10,778 委託料 医療７点セット入替 5,741
役務費 医療セット廃棄手数料 52 役務費 感謝状筆耕料 4 役務費 医療セット廃棄手数料 52

需用費 備蓄物資 69,554需用費 備蓄物資 36,811 需用費 備蓄物資 54,587
旅費 玉掛け技能講習会旅費 5 旅費 0 旅費 玉掛け技能講習会旅費 5

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

７点セット等の入替（組） 10 10 10 5 2
13,650 72,550 47650

4 2
アルファ化米の入替（食） 9,400 77,200 50,000 50,150

30年度
乾パンの入替（食） 23,040 35,968 47,400 26,640 23,880 33,660 46440

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

68,913 95,395
決算額（30年度は見込み） 40,913 77,941 56,563 35,179 40,275 62,796 95,395
予算額 48,224 92,459 69,998 37,667 50,079

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
● ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　地域の防災力を高めるためにも優先度の高い事業である。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

設置基準を基に消火器を設置する｡地域設置消火器数（本） 4593 4500 4500 4500

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

4300

経過

昭和47年度　地域に消火器の配備事業開始（2,000本設置）
昭和55年度　「大地震に関する延焼火災の防止等に関する条例」制定
昭和61年度　増配備（2,000本増設置）
平成 7年度　街路設置型消火器整備の本格整備開始
平成13年度　都震災対策条例の制定（都震災予防条例廃止）、荒川区災害対策基本条例制定
平成24年度　消火器維持管理の規定改正(消火器の定期点検において耐圧性能点検が導入された)により
　　　　　　耐用年数の経過した消火器を順次更新

必要性

地域に消火器を配備することは、発災時の初期消火の実効性を高め、被害の拡大を防止するために非常に
重要である。また、区民の防災意識を高めるためにも必要である。

実施
方法

2一部委託

10型消火器保守：1,995,000円、町会50型消火器保守：416,800円、消火器廃棄：17,280円（民間事業者へ
委託）

目的

初期消火の実効性を高めるため、地域に街頭消火器を配置し火災被害の拡大防止を図る。

対象者
等

区民全般

内容

１　地域設置消火器（粉末消火器10型）
 (1)建造物設置型（民家の塀等に設置し、主に家屋等の初期消火に用いる）
 (2)街路設置型（災害対策上重要となる路線に対し設置し、主に車両火災等の初期消火に用いる）
２　本数（平成30年4月1日時点）　10型：建造物設置3,111本、街路設置型884本、計　3,995本
　　　　　　　　　　　　　　　　50型：508本
３　事業内容
 (1)消火器の保守点検（年1回）
 (2)耐用年数の経過した消火器の順次更新
 (3)地域設置消火器の修繕及び消火器薬剤詰替
 (4)区配布大型粉末消火器（50型）の消火器薬剤詰替
 (5)町会及び個人等の所有の消火活動や訓練に使用した消火器の薬剤を補充

政策 11 防災・防犯のまちづくり
施策 02 防災基盤の整備

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅵ 安全安心都市

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 47 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-10-01 地域設置消火器整備

事務事業名 地域設置消火器整備
部課名 区民生活部防災課 課長名 土屋

担当者名 丸山 内線 418

事務事業コード 04-05-11 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

整備・更新された台帳に基づき、消
火器本体のみならず、収納箱等保守
の対象となる物品を適切に維持管理
してゆく。

保守点検結果をもとに、古くなった
消火器格納箱の交換を行い、適切な
維持管理に努めた。

今後とも、消火器の適切な維持管
理に努めるとともに、家屋の解体
等に伴う消火器の撤去に対し設置
場所の再検討を行う。

・街頭消火器を設置している家屋等の建替えによる撤去が増え、設置場所の確保が難しくなっている。
・屋外に設置されているため、劣化の問題が常にある。また、消火器・格納箱ともに悪戯があり、その都度対
応に追われている。
・火災により使用した消火器の迅速な把握・充填が必要とされる。
・家屋や塀へ格納箱を取り付ける方法で設置を行っている消火器については、家屋等を傷める可能性があるた
め、地面に置く設置方法へ変更していく必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

物件費の差額についての主な要因は、消火器薬剤充填（一般需用費）の規模差であり、区内に設置してある消
火器（約4,500本）の薬効期限が異なるため。

▲ 8,940特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 11,681 ▲ 20,621
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 11,681 20,621 8,940 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 11,681
0 0

▲ 20,621 ▲ 8,940
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 231 282 51 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 11,681 ▲ 20,621
0 0

▲ 8,940

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 7,234 16,206 8,972 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 4,216 4,133 ▲ 83

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

廃棄委託 廃棄委託 廃棄委託
委託料 保守点検委託 2,760委託料 保守点検委託 2,747 委託料 保守点検委託 2,651

格納箱取替・修繕 格納箱取替・修繕 格納箱取替・修繕
薬剤充填薬剤充填 薬剤充填

需用費 消火器格納箱 4,487 需用費 消火器格納箱 13,554 需用費 消火器格納箱 7,664
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

5 5消火器薬剤補充（件） 30 30 30 43 3
地域設置消火器定期修繕（件） 0 0 0 0 0

1 1 1
0 0

消火器保守(年間実施回数） 1 　1 1 1

30年度
地域設置10型消火器交換数（本） 1467 2028 0 0 43 0 20

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

19,638 10,424
決算額（30年度は見込み） 16,176 21,920 3,194 4,040 7,234 16,206 10,424
予算額 20,819 55,089 4,756 5,152 10,642

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　現状の維持・管理の水準を確保していく必要がある。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

一時集合場所（５５ヵ所）一時集合場所看板設置率（％） 100 100 100 100

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

100

経過

昭和49年度　都震災予防計画に基づき、広域避難場所及び避難道路を指定。
　　　　　　放射11号線と尾竹橋通りに標識設置。
昭和60年度　旭電化跡地を広域避難場所に指定。避難道路、避難場所標識設置。一時集合場所の指定。
平成 4年度　谷中墓地を広域避難場所に指定する。（荒川Ｄ南岸は廃止）
平成14年度　都が広域避難場所の見直しを行い、区内一部町会の広域避難場所が変更となる。
平成16年度　一時集合場所の指定見直し、新たな指定。（旧38ヵ所→新55ヵ所）
平成20年度　都が広域避難場所の一部を変更。
平成20年度～標識の一部に外国語表記を追加。
平成27年度　一次避難所設置の標識を多言語化。（31ヶ所）
平成28年度　東京電力と電柱広告の協定締結
　　　　　　消火器ボックス天面に広域避難場所案内板（蓄光化）の貼付開始

必要性

大地震等の災害発生時、区民が一時集合場所や広域避難場所等に円滑に避難するためには、避難経路や避
難場所であることを表示する避難標識が必須である。これら避難標識を適切に維持管理するだけでなく、
視認性の向上や多言語化を推進していく必要がある。

実施
方法

2一部委託

避難道路標識清掃：144,720円、避難標識看板シート設置：205,200円、広域避難場所誘導標識貼付作業：
332,640円（民間事業者）

目的

大地震が発生した場合、都は区民が円滑かつ安全に避難できるように広域避難場所や避難道路を指定して
いる。また、区は避難の方法として防災区民組織単位で避難をするよう働きかけており、避難場所に至る
中継場所として学校や公園等を一時集合場所として指定している。本事業はこれらの施設等に設置した標
識の維持管理を行う。

対象者
等

避難する住民

内容

１地震への対応
　大地震時に発生する市街地大火から都民の生命を守るため、あらかじめ安全な場所を確保する。東京都
より5年に1度設置箇所の見直しがある。（6ヶ所：区内3、区外3、標識本数13本）
２水害への対応
　国土交通省が公表する浸水深想定をもとに浸水深シールを作成し区内各所に貼付している。水害時の早
期避難啓発に寄与する。
３視認性の向上及び多言語化
　標識や看板について、夜間等においても適切に避難できるように視認性の向上を図る。また、看板等を
多言語化し、外国人への対応を進める。

政策 11 防災・防犯のまちづくり
施策 02 防災基盤の整備

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅵ 安全安心都市

都震災対策条例、荒川区地域防災計画
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 49 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-10-02 避難道路標識等管理

事務事業名 避難道路標識管理
部課名 区民生活部防災課 課長名 土屋

担当者名 丸山 内線 418

事務事業コード 04-05-12 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

インバウンドや外国人居住者へ対応
するため、日暮里駅周辺の消火器
ボックスへピクト化した広域避難場
所誘導標識を貼付する。

日暮里駅周辺の消火器ボックスに標
識を貼付し、外国人向けに英訳の部
分を強調するなど工夫を行った。

広域避難場所の認識向上のため、
各エリアでさらなる誘導標識の設
置を実施する。

・老朽化や損傷のある避難標識について、補修の必要がある。
　また補修が不可能な場合は、標識を更新・改善していく必要がある。
・既存の標識を公共サインガイドラインに準拠した内容に変更する必要が生じており、多言語化やピクト
　グラムの活用について検討が必要である。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

物件費は主に一般需用費および修繕費である。
▲ 663特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 3,300 ▲ 3,963

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 3,300 3,963 663 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 3,300

0 0
▲ 3,963 ▲ 663

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 125 217 92 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 3,300 ▲ 3,963
0 0

▲ 663

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 896 567 ▲ 329 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 2,279 3,179 900

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

委託料 広域避難場所誘導標識貼付作業 683委託料 一時集合場所案内板変更 706
需用費 避難標識等修繕 190 需用費 広域避難場所誘導標識作成 567 需用費 広域避難場所誘導標識作成 793

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

39 39一時集合場所看板（外国語） 3 3 3 34 34
避難道路標識数 13 12 11 9 9

13 13 13
9 9

避難場所標識数 13 13 13 13

30年度
避難シール設置数 7 7 7 7 7 7 7

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

1,445 1,476
決算額（30年度は見込み） 0 24,918 328 1,755 896 567 1,476
予算額 1,478 32,221 3,585 2,583 2,210

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ● 計画 ○ 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　災害時の地域活動拠点として、整備していく必要がある。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

地域危険度4又は5の地域内の広場数
/目標数

防災広場整備進捗率（％） 58 58 53 53 100

地域危険度4又は5の地域30か所(H28
年度までは33か所)

防災広場整備数（か所）（地域危
険度4又は5の町丁目の数）

19 19 16 16

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

30

経過

昭和52年度　都の事業として開始   昭和53年度　区に事務移管
平成12年度　新たな区基本計画においても「災害に強いまち」の一環として位置付けをする。
　　　　　　同計画で整備目標を29ヵ所（地域危険度（総合危険度）5または4の町丁目数の計）とした。
平成15年度　第5回地震に関する地域危険度想定調査結果公表。
　　　　　　これにより、荒川区内の地域危険度5または4の町丁目数の計は25ヵ所となる。
平成21年度　第6回地震に関する地域危険度想定調査結果公表。
　　　　　　これにより、荒川区内の地域危険度5または4の町丁目数の計は32ヵ所となる。
平成25年度　第7回地震に関する地域危険度想定調査結果公表。
　　　　　　これにより、荒川区内の地域危険度5または4の町丁目数の計は33ヵ所となる。
平成29年度　第8回地震に関する地域危険度想定調査結果公表。
　　　　　　これにより、荒川区内の地域危険度5または4の町丁目数の計は30ヵ所となる。

必要性

地域危険度の高い地域等について、災害時の地域防災活動の拠点として整備するため、必要である。

実施
方法

2一部委託

宮前公園材料単価特別調査委託：306,720円（民間事業者へ委託）

目的

災害時の消火活動に必要となる小型防火水槽や、防災井戸、トイレ対応マンホール等を設置し、地域防災
活動の拠点として、また平常時は防災訓練や地域コミュニティの場として活用する広場を、地域危険度の
高い地域等に設置していく。

対象者
等

区民及び防災区民組織

内容

１　要綱による設置基準・防災広場用地取得基準
　・地域危険度が5または4の地域で、特に消防水利の不足地域であること
　・用地の規模が、概ね300㎡～500㎡であること
　・防災活動を円滑に行える道路に面すること
　・維持管理を受託する防災区民組織があること
２　防災広場・防災井戸等の整備状況
　・防災広場 19箇所（H27用途変更 町屋二丁目防災広場→町屋二丁目公園）
  ・防災井戸 50箇所（防災広場：18、公園・児童遊園：14、小中学校：7、防災ｽﾎﾟｯﾄ・ＧＳ等：11)
　　H28整備：白鬚橋公園他2か所 H29整備：荒川二丁目防災対策用地他3か所
  ・小型防火水槽 87箇所（防災広場、公園・児童遊園等に設置　容量3～10t）
     H27整備：荒川五丁目ＧＳ他1か所 H29整備：荒川五丁目防災スポット

政策 11 防災・防犯のまちづくり
施策 02 防災基盤の整備

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅵ 安全安心都市

荒川区災害対策基本条例、荒川区防災広場の設
置等に関する要綱、荒川区地域防災計画終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 56 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

02-01-01 防災設備整備・改修費

事務事業名 防災広場整備
部課名 区民生活部防災課 課長名 土屋

担当者名 渡部 内線 418

事務事業コード 04-05-13 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 10 12 不明 0

新宿、台東、墨田、品川、目黒、大田、中野、豊島、板橋、足立

用地情報の収集を継続的に行い、適
地が見つかった場合には、災害時用
トイレの配備等、防災広場の機能も
加味し整備を進めていく。

防災スポットを新たに整備し、該当
町会に防災設備の使い方等の説明を
行った。

防災広場や防災スポットの候補と
なる用地情報の収集を行う。

○防災広場が整備されていない地域危険度（総合危険度）4・5のランクの地域で防災広場用地として基準に該
当する用地の取得が困難である。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

物件費や維持補修費については防災広場整備の箇所数や整備場所の規模によって変動する。
8,573特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 75,239 ▲ 66,666

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 75,239 66,666 ▲ 8,573 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 75,239

0 0
▲ 66,666 8,573

その他行政費用 55,610 45,369 ▲ 10,241 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 62 72 10 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 75,239 ▲ 66,666
0 0

8,573

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 18,330 18,037 ▲ 293 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 2,128 2,128 都支出金 0
物件費 98 0 ▲ 98 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 1,139 1,060 ▲ 79

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

財産購入費 荒二防対用地購入 322,039

公園等防災設備整備 防災スポット等整備

工事請負費 宮前公園整備工事 81,502工事請負費 荒二防対用地整備 114,067 工事請負費 荒二防対用地整備 1,000
委託料 荒二防対用地分筆登記 98 委託料 宮前公園調査委託 300 委託料 宮前公園調査委託 900

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

0 1小型防火水槽の整備数 0 1 1 2

30年度
防災広場の整備数 0 1 0 0 0 0 0

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

171,683 86,257
決算額（30年度は見込み） 0 47,623 14,937 57,857 436,205 87,189 86,257
予算額 0 53,519 17,628 66,077 500,222

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　災害発生時における情報収集手段の確保のために必要がある。機器類の
老朽化を踏まえ、機器の更新及びシステムの再構築について、段階的に実
施する必要がある。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

警察・消防機関への配信防災関係機関への配信(％) 100 100 100 100 100

高所カメラ設置数高所カメラ設置数（台） 7 7 7 7

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

7

経過

平成15年9月　プロポーザル方式による業者選定、12月業者決定
平成16年2月　工事着工。3月末工事完了
平成16年4月　運用開始（町屋五丁目住宅、リーデンスタワー、リバーハープタワー）
平成19年3月　設置（マークスタワー、センターまちや）
平成19年4月　運用開始
平成19年5～6月　警察・消防署と協定締結し配信開始
平成21年12月　リバーハープタワーの高所カメラをアクレスティ南千住に移設

必要性

災害発生時、区全域の被害状況を映像により確認することで、災害対策本部長が迅速かつ的確に災害対策
活動や応援要請についての判断、指示を行えるようにするため必要である。

実施
方法

2一部委託

カメラシステム保守：486,000円（民間事業者へ委託）

目的

災害発生時における、区民の生命・財産等に及ぶ被害を最小限に抑えるためには、被害規模や地域を迅速
に把握することが重要となる。
既存の防災無線設備のほかに、被災状況を映像として捉える事が可能な高所カメラを整備することで､災害
発生時に情報の収集や応援要請に役立てる。

対象者
等

区、防災関係機関

内容

区内超高層建築物（5地点）の屋上に高所(ＩＰ)カメラを7基設置し、災害時において、区全体の被害規
模、被害の大きい地区等をリアルタイムで把握し、効率的な応急活動態勢の確立に役立てる。
１　設置場所
　（1）町屋五丁目住宅（町屋5-9-2）…1基：三菱社製
　（2）リーデンスタワー（東日暮里5-16-1）…1基：三菱社製
　（3）マークスタワー（荒川7-46-1）…3基：キャノン社製
　（4）センターまちや（荒川7-50-9）…1基：キャノン社製
　（5）アクレスティ南千住（南千住7-1-1）…1基：三菱社製
２　配信
　マークスタワーとセンターまちやの映像は、区内警察署及び消防署へ配信を行っている。

政策 11 防災・防犯のまちづくり
施策 02 防災基盤の整備

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅵ 安全安心都市

荒川区災害対策基本条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 14 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-11-01 高所（ＩＰ）カメラ管理費

事務事業名 ＩＰカメラ管理費
部課名 区民生活部防災課 課長名 森田

担当者名 植村 内線 492

事務事業コード 04-05-14 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 17 5 不明 0

千代田区、中央区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、中野
区、杉並区、板橋区、練馬区、足立区、江戸川区

災害時情報収集・管理・伝達システ
ムの再構築の検討と合わせて、高所
カメラ設備等の機器更新について検
討する。

災害時情報収集・管理・伝達システ
ムの再構築の基本設計において、高
所カメラ設備等の機器更新について
整備方針を策定した。

災害時情報収集・管理・伝達シス
テム再構築の実施設計において、
高所カメラ設備等の具体的な設置
場所や仕様等を定める。

○高所カメラの設備及び操作を行うパソコン機器が経年劣化しており、小破修繕を行っている状況にあること
から、他の機器類と併せ、システムの再構築を進める必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

物件費は主に一般需用費、委託料が占めている。
280特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 1,129 ▲ 849

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 1,129 849 ▲ 280 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 1,129

0 0
▲ 849 280

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 37 43 6 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 1,129 ▲ 849
0 0

280

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 75 78 3 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 340 98 ▲ 242 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 677 630 ▲ 47

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

負担金補助等 電気料相当負担金 75 負担金補助等 電気料相当負担金 78 負担金補助等 電気料相当負担金 105
委託料 保守点検委託 486委託料 保守点検委託 298 委託料 保守点検委託 0

需用費 電気料金、修繕費 41 需用費 電気料金、修繕費 100 需用費 電気料金、修繕費 415
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

30年度
高所カメラ台数(基) 7 7 7 7 7 7 7

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

1,006 1,006
決算額（30年度は見込み） 1,264 1,351 2,300 1,016 414 176 1,006
予算額 1,456 1,540 2,304 1,319 897

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
● ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

推進 継続

　心肺停止状態の傷病者に対して、救急車の到着前にＡＥＤを使用し対応
することは、生存率を高めるための措置として有効である。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

経過

区内ＡＥＤ設置経過
平成17年度    　ＡＥＤ137台をひろば館、学校等の区施設に管轄所管において設置。
平成20年度　    ガイドライン2005に準拠。小児用対応にシステムを変更。
平成21～23年度　【防災課】24時間事業所用に各6台購入・配備。平成23年度からは貸出事業を開始。
平成27年度　　　【防災課】荒川区歯科医師会館に24時間対応可能なＡＥＤを増設。
　　　　　　　　これにより、防災課が所管のＡＥＤが全16台となる。（全台24時間対応可）
平成29年度　　　【区民課】町会会館への屋外設置型のＡＥＤを増設する。(42台)
 　　　　　　　 ※予算は区民課（H28年度は地域振興課）で計上。
平成30年度　　　【防災課】購入している16台について、リース契約（7年間）へと変更する。
　　　　　　　　また、平成30年7月より、24時間営業の区内主要コンビニエンスストアへ24時間対応
　　　　　　　　可能なＡＥＤ（7年リース契約）を順次増設置していく。

必要性

心肺停止状態の傷病者に対する迅速な処置のために必要である。

実施
方法

1直営

ＡＥＤ本体購入・設置・維持管理、消耗品維持管理・交換

目的

心肺停止状態の傷病者に対して有効な医療器具であるＡＥＤ（自動式体外除細動器）を設置し、区内の救
命率向上を図る。

対象者
等

心肺停止状態の傷病者に対して使用する。

内容

１．区施設及び区内各所にＡＥＤを設置し、いつでも、誰でも有効な救命処置ができるように整備する
　　ことで、荒川区の安全安心都市づくりの一助とする。
２．区内各所の24時間営業所への設置を行っており、現在、防災課で所管するＡＥＤは16台ある。
　　平成30年7月より、24時間営業の区内主要コンビニエンスストアに24時間対応可能なＡＥＤを順次
　　増設していく。

政策 11 防災・防犯のまちづくり
施策 02 防災基盤の整備

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅵ 安全安心都市

なし
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 17 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-21-01 ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の整備費

事務事業名
ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の
整備費

部課名 区民生活部防災課 課長名 土屋
担当者名 丸山 内線 418

事務事業コード 04-05-15 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

平成26年　1定「区施設のＡＥＤ屋外設置について」

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

各所管部署と連携して、公共施設
におけるＡＥＤの屋外設置を進め
ていく。

区民に認知度が高い、24時間営業コ
ンビニエンスストアへのＡＥＤ配置
を検討する。

コンビニエンスストア本社等とＡＥ
Ｄ設置について調整を行った。

使用者である区民に対し、上級救
命講習や普及啓発事業の際に、コ
ンビニエンスストアへのAED配置
について周知を行う。

適正な維持管理を徹底するため、消
耗品の交換を含めた保守及び点検付
リース契約を検討する。

人命に関わる機器であり、専門業者
による維持管理が望ましいため、保
守及び点検付リース契約を行うこと
とし、予算計上した。

本社、店舗オーナーとの協定書、
覚書の取り交わしや設置に関する
打ち合わせを通し十分な理解を得
た上で事業を進める。

・24時間対応可能なＡＥＤの区内24時間営業コンビニエンスストアへの設置について、本社及び各店舗オー
ナーとの調整を進め、計画的に配備を進めていく必要がある。
　また、店舗の開店、閉店の際のＡＥＤ設置、回収についても、十分に調整を行う必要がある。
・いつでも、誰でも、必要な時にＡＥＤが使用できるよう、公共施設におけるAEDの屋外設置を進めていく。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用の主な経費は給与関係費であり、当該年度において物件費等の支出はなかった。
▲ 284特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 962 ▲ 1,246

特別費用(g) 特別収入(f)
行政費用合計(b) 962 1,246 284 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 962 ▲ 1,246 ▲ 284
その他行政費用 金融収支差額(d)

賞与・退職給与引当金繰入額 50 80 30 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 962 ▲ 1,246
0 0

▲ 284

不納欠損・貸倒引当金繰入額 行政収入合計(a) 0
減価償却費 その他
補助費等 使用料及び手数料

扶助費 分担金及び負担金

維持補修費 都支出金
物件費 国庫支出金

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 912 1,166 254

行
政
収
入

地方税

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

使用料及び賃借料 AED賃借契約（7年リース） 2,227
需用費 AED設置店舗表示シール印刷 106

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

30年度
ＡＥＤ設置台数 351 351 351 352 352 315 398

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

－ 2,333
決算額（30年度は見込み） 63 329 774 ‐ ‐ － 2,333
予算額 252 329 811 0 0

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ● 計画 ○ 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　首都直下地震の切迫性から、災害に強い街づくりを実現するために推進
すべき事業である。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

候補地15カ所（基本計画より）永久水利の整備箇所 5 6 7 7

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

経過

平成25年 2月　学識経験者、警察、消防等の関係機関、町会等で構成する
　　　　　　　「荒川区永久水利整備活用推進協議会を設置」
平成26年 3月　あらかわ遊園永久水利施設（河川水：区内第１号）
平成27年 7月　荒川公園永久水利施設（地下水）
平成28年 3月　日暮里公園永久水利施設（地下水）
平成29年 3月　第五中学校付近永久水利施設（河川水）
平成29年10月　赤土小学校永久水利施設（地下水）

防災課による整備（可搬ポンプ方式）
平成26年11月　尾久の原公園永久水利施設（河川水）
平成27年11月　南千住六丁目スーパー堤防永久水利施設（河川水）

必要性

荒川区は地震に関する地域危険度（総合）の高い地域を多く抱えていると共に、首都直下地震発生時にお
ける断水率が高いため、災害時にも有効に機能する水利を整備する必要がある。

実施
方法

2一部委託

設備機器保守委託

目的

区内の約６割を木造住宅密集地域が占める現状において、「災害でひとりの犠牲者も出さない安全安心の
街づくり」を目指して、地震等に伴う同時多発的かつ広範の火災の発生に迅速に対応し、延焼防止を図る
ため、災害時にも有効に機能する隅田川の河川水や地下水を活用した永久水利を整備する。

対象者
等

区民、防災区民組織、中学校防災部、防災関係機関

内容

○永久水利は、隅田川の河川水や地下水など枯渇することのない水源を確保するハード面の整備ととも
に、その水源を活用して、地域住民が中心となって行う消火・送水ネットワーク体制を構築するソフト面
からなる、地域消火システムである。
○まず枯渇しない水源を確保する方法として、
① 約８キロメートルにわたって隅田川に接している地の利を生かした河川水
② 隅田川から離れた地域では、安定した水量を確保することができる地下水（深井戸）を活用し、それを
取水するための施設を整備する。
○その水源を効果的に使用し初期消火活動につなげるため、複数の防災区民組織が連携し、各組織が持つ
可搬消防ポンプなどを活用して、消防団員の指導のもと広域的に消火活動を行う送水ネットワークを構築
する。

政策 11 防災・防犯のまちづくり
施策 02 防災基盤の整備

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅵ 安全安心都市

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 25 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-12-01 永久水利整備事業費

事務事業名 永久水利整備事業
部課名 防災都市づくり部防災街づくり推進課 課長名 能見

担当者名 松田 内線 2829

事務事業コード 11-02-15 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

・平成25年1定　永久水利・隅田川の活用法について
・平成26年3定　今すぐやるべき防災対策について（都の責任で荒川区の深井戸整備を）
・平成26年4定　日暮里のまちづくりについて（明治通り南側で危険度の高い地域に深井戸の整備）

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 22 不明 0

新たな永久水利施設の整備候補地を
検討する。

これまでの整備方法による適地の確
保が難しいため、新たな整備方法も
含め検討していくことにした。

小規模な深井戸型も含め、新たな
水利の充実について検討する。

住民を中心とした訓練の実施によ
り、運用体制の確立と消火送水ネッ
トワーク体制の拡充を図る。

新たな永久水利施設において町会、
中学校防災部、消防団等が連携をし
た訓練を実施した。

地域住民や消防署等と連携した実
践的な訓練を実施する。

区内全地区に永久水利施設を整備したが、地域危険度が高い地域において、整備に適した場所を探すととも
に、新たな整備方法を検討する必要がある。
既整備済の永久水利施設を活用した訓練を、地域住民が主体となり実施する必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

物件費2,003千円は、永久水利施設の管理用光熱水費１73千円、保守点検委託費1,830千円、その他の行政費用
は、工事費である。

▲ 57,372特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 ▲ 48,233 ▲ 48,233 当期収支差額(e)+(h) ▲ 27,240 ▲ 84,612
0 0特別費用(g) 0 48,233 48,233 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 27,240 36,379 9,139 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 27,240
0 0

▲ 36,379 ▲ 9,139
その他行政費用 9,476 17,645 8,169 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 231 598 367 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 27,240 ▲ 36,379
0 0

▲ 9,139

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 12,011 12,675 664 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 1,021 2,003 982 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 4,501 3,458 ▲ 1,043

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

工事請負費 永久水利整備工事 75,806 工事請負費 永久水利整備工事 40,400
委託料 保守管理委託 1,970委託料 設計業務委託等 9,891 委託料 保守管理委託 1,952

需用費 軽油購入費等 85 需要費 軽油購入費等 249 需要費 軽油等購入費 136
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

30年度
永久水利の整備箇所 － 1 1 3 １ １ ０

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

78,326 2,106
決算額（30年度は見込み） － 146,707 56,848 136,132 85,782 49,276 2,106
予算額 － 170,293 65,525 171,746 146,261

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度


